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４ 連結財務書類 

(１) 各財務書類の関係 

財務４表の関係は次のとおりです。数値は平成 24 年度川崎市連結の金額（億

円単位）です。 
単位：億円

【貸借対照表】

借方 貸方

資金 526 流動負債 2,117

その他の金融資産 3,393 非流動負債 15,342

非金融資産 51,371

純資産 37,832

【行政コスト計算書】

借方 貸方

経常費用 8,334 経常収益 1,904

（総行政コスト）

純経常費用 6,431

（純行政コスト）

【純資産変動計算書】

借方 貸方

財源の使途 8,442 期首純資産残高 37,811

(うち純行政コスト） (6,431) 財源の調達 8,145

資産形成充当財源の減少 905

資産形成充当財源の増加 1,533

その他純資産の減少 309

その他純資産の増加 0

期末純資産残高 37,832

【資金収支計算書】

借方 貸方

期首資金残高 471 経常的支出 7,707

経常的収入 8,926

資本的支出 1,280

資本的収入 236

財務的支出 1,598

財務的収入 1,479

期末資金残高 526

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。
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(２) 連結貸借対照表 

ア 連結貸借対照表

(平成25年3月31日　単位：億円)

普通会計 単体 連結 普通会計 単体 連結

金融資産 3,736 4,008 3,919 流動負債 1,199 1,989 2,117

資金 83 443 526 公債（短期） 986 1,517 1,517

債権 399 863 555 その他 213 473 600

有価証券 0 0 50

投資等 3,254 2,702 2,788

非流動負債 9,861 14,954 15,342

非金融資産 38,727 50,502 51,371 公債 8,906 13,625 13,625

事業用資産 13,367 14,944 15,813 引当金 741 890 918

インフラ資産 25,361 35,558 35,558 その他 213 439 799

その他 0 0 0 負債合計 11,060 16,943 17,458

純資産合計 31,404 37,566 37,832

資産合計 42,463 54,509 55,290 負債・純資産合計 42,463 54,509 55,290

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

資産規模の大きな連結団体は、土地開発公社（120 億円）、住宅供給公社（135

億円）、川崎アゼリア（207 億円）及び川崎市まちづくり公社（306 億円）等

です。 

借入金については、土地開発公社（長期 54 億円）、川崎アゼリア（長期 41

億円）及び川崎市まちづくり公社（長期 236 億円）等であります。 
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イ 普通会計・単体との比較（単位：億円）

普通会計(A) 単体(B) 連結（C） (C)/(B) (C)/(A)
資産合計 42,463 54,509 55,290 1.01 1.30
負債合計 11,060 16,943 17,458 1.03 1.58
純資産合計 31,404 37,566 37,832 1.01 1.20

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

連結貸借対照表と単体貸借対照表を比較すると、負債合計の倍率が他の項

目と比較して大きくなっていますが、これは土地開発公社、住宅供給公社等

で負債比率が高いことによるものです。 

ウ 前年度との比較（単位：億円）

H24(A) H23(B) (A)-(B)
資産合計 55,290 55,016 275
負債合計 17,458 17,205 253
純資産合計 37,832 37,811 22

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

資産合計は、前年度比 275 億円の増、負債合計は 253 億円の増、純資産合

計は 22 億円の増となっています。 

エ 市民一人あたりの連結貸借対照表
(平成25年3月31日　単位：千円)

普通会計 単体 連結 普通会計 単体 連結

金融資産 262 281 275 流動負債 84 140 148

資金 6 31 37 公債（短期） 69 106 106

債権 28 61 39 その他 15 33 42

有価証券 0 0 4

投資等 228 190 196

非流動負債 692 1,049 1,076

非金融資産 2,717 3,543 3,604 公債 625 956 956

事業用資産 938 1,048 1,109 引当金 52 62 64

インフラ資産 1,779 2,494 2,494 その他 15 31 56

その他 0 0 0 負債合計 776 1,189 1,225

純資産合計 2,203 2,635 2,654

資産合計 2,979 3,824 3,879 負債・純資産合計 2,979 3,824 3,879

※金額は各項目の千円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

市民一人あたりでは、資産合計は 387 万 9 千円、負債合計は 122 万 5 千円

となり、その結果、純資産合計は 265 万 4 千円となっています。 
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(３) 連結行政コスト計算書 

ア 連結行政コスト計算書

（自平成24年4月１日　至平成25年3月31日　単位：億円)

普通会計 構成比 単体 構成比 連結 構成比

経常業務費用 2,194 (49.8%) 3,346 (47.7%) 3,746 (44.9%)

人件費 971 (22.0%) 1,280 (18.2%) 1,312 (15.7%)

物件費 423 (9.6%) 760 (10.8%) 966 (11.6%)

経費 621 (14.1%) 976 (13.9%) 1,001 (12.0%)

業務関連費用 178 (4.0%) 330 (4.7%) 467 (5.6%)

移転支出 2,212 (50.2%) 3,669 (52.3%) 4,588 (55.1%)

他会計への移転支出 481 (10.9%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

補助金等移転支出 358 (8.1%) 2,295 (32.7%) 2,297 (27.6%)

社会保障関係移転支出 1,306 (29.6%) 1,306 (18.6%) 2,223 (26.7%)

その他の移転支出 67 (1.5%) 68 (1.0%) 68 (0.8%)

経常費用（総行政コスト） 4,405 (100.0%) 7,015 (100.0%) 8,334 (100.0%)

経常業務収益 380 1,498 1,904

業務収益 260 (68.4%) 1,333 (89.0%) 1,735 (91.1%)

業務関連収益 120 (31.6%) 165 (11.0%) 169 (8.9%)

経常収益 380 (100.0%) 1,498 (100.0%) 1,904 (100.0%)

純経常費用（純行政コスト） 4,025 5,516 6,431

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

連結行政コスト計算書において、単体に比して社会保障関係移転支出が大

きくなっている主な要因は、神奈川県後期高齢者医療広域連合において 917

億円の支出が計上されていることによるものです。 

イ 前年度との比較

(単位：億円)

H24(A) 構成比 H23(B) 構成比 (A)-(B)

経常業務費用 3,746 (44.9%) 3,638 (45.5%) 108

移転支出 4,588 (55.1%) 4,357 (54.5%) 232

経常費用（総行政コスト） 8,334 (100.0%) 7,995 (100.0%) 340

業務収益 1,735 (91.1%) 1,705 (92.8%) 30

業務関連収益 169 (8.9%) 133 (7.2%) 36

経常収益 1,904 (100.0%) 1,837 (100.0%) 67

純経常費用（純行政コスト） 6,431 6,158 273

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

経常費用は、前年度比 339 億円の増、経常収益は 67 億円の増、その結果、

純経常費用は 273 億円の増となっています。 
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ウ 市民一人あたりの連結行政コスト計算書

（自平成24年4月１日　至平成25年3月31日　単位：千円)

普通会計 単体 連結

経常業務費用 154 235 263

人件費 68 90 92

物件費 30 53 68

経費 44 68 70

業務関連費用 13 23 33

移転支出 155 257 322

他会計への移転支出 34 0 0

補助金等移転支出 25 161 161

社会保障関係移転支出 92 92 156

その他の移転支出 5 5 5

経常費用（総行政コスト） 309 492 585

経常業務収益 27 105 134

業務収益 18 94 122

業務関連収益 8 12 12

経常収益 27 105 134

純経常費用（純行政コスト） 282 387 451

※金額は各項目の千円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。
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(４) 連結純資産変動計算書

（自平成24年4月1日　至平成25年3月31日　単位：億円)

普通会計 単体 連結

 期首純資産残高 31,484 37,769 37,811

Ⅰ．財源の変動 △ 337 △ 409 △ 297

財源の使途 5,256 7,500 8,442

純経常費用への財源措置 4,025 5,516 6,431

固定資産形成への財源措置 605 929 943

長期金融資産への財源措置 468 530 542

その他の財源の使途 157 525 526

財源の調達 4,919 7,091 8,145

税収 3,087 3,087 3,087

社会保険料 5 621 721

移転収入 1,229 2,425 3,247

その他の財源の調達 597 958 1,089

Ⅱ．資産形成充当財源の変動 560 637 628

固定資産の増減 597 612 604

長期金融資産の増減 227 228 234

評価・換算差額等の増減 △ 264 △ 204 △ 210

Ⅲ．その他純資産の変動 △ 303 △ 430 △ 309

当期変動額 △ 81 △ 203 22

 期末純資産残高 31,404 37,566 37,832

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

本市が連結の範囲としている公社・第三セクター（目次の次頁参照）につき

ましては、その運営上多額の固定資産の保有を必要とする団体はないため、固

定資産形成への財源措置に計上される金額は単体と連結で大きな差はありま

せん。一方、純経常費用への財源措置については、公社・第三セクターで計上

される運営コストに起因して、単体から連結で 915 億円増加しています。当該

コストの財源については、社会保険料（単体から連結で 100 億円増）と移転収

入（同 822 億円増）で主として調達されていることが分かります。 
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(５) 連結資金収支計算書 

経常的収支区分には、行政サービ

ス活動上継続的に必要な収入と支

出が計上されます。平成 24 年度は、

租税収入等の経常的収入が 8,926

億円あったのに対して、経常業務費

用や移転支出として経常的支出が

7,707 億円計上され、結果として経

常的収支区分において 1,218 億円

の収入超過となりました。 

資本的収支区分には、固定資産

(施設・土地)や長期金融資産(基

金・出資金等)にかかる収入と支出

が計上されます。平成 24 年度は、

長期金融資産償還収入等の資本的

収入が 236 億円あったのに対して、

固定資産取得支出及び長期金融資

産形成支出として資本的支出が

1,280 億円計上され、結果として資

本的収支区分において 1044 億円の

支出超過となりました。 

財務的収支区分には、市債の発行・償還・利払等の収支が計上されます。

平成 24 年度は、公債発行収入・借入金収入等として財務的収入が 1,479 億

円あったのに対して、公債償還・借入返済・利払等の財務的支出が 1,598 億

円計上され、結果として財務的収支区分において 119 億円の支出超過となり

ました。 

平成 24 年度においては、経常的収支で生じた 1,218 億円の収入超過を資

本的収支及び財務的収支にそれぞれ 1044 億円、119 億円充てました。結果と

して期末の資金残高は期首の資金残高より 55 億円増加し、期末の資金残高

は 526 億円となりました。 
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（自平成24年4月1日　至平成25年3月31日　単位：億円)

普通会計 単体 連結

経常的支出 4,051 6,432 7,707

経常業務費用支出 1,839 2,764 3,119

移転支出 2,212 3,669 4,589

経常的収入 4,660 7,575 8,926

租税収入 3,086 3,086 3,086

社会保険料収入 5 604 704

経常業務収益収入 339 1,483 1,911

移転収入 1,229 2,402 3,224

経常的収支 609 1,142 1,218

資本的支出 993 1,212 1,280

固定資産形成支出 525 855 849

長期金融資産形成支出 468 356 427

その他の資本形成支出 0 0 4

資本的収入 265 190 236

固定資産売却収入 23 24 19

長期金融資産償還収入 242 167 215

その他の資本処分収入 0 0 2

資本的収支 △ 728 △ 1,021 △ 1,044

財務的支出 909 1,498 1,598

支払利息支出 155 277 284

元本償還支出 754 1,221 1,315

財務的収入 1,055 1,443 1,479

公債発行収入 942 1,302 1,302

借入金収入 67 67 101

その他 46 75 77

財務的収支 146 △ 55 △ 119

当期資金収支額 27 66 55

期首資金残高 55 377 471

期末資金残高 83 443 526

※各項目を四捨五入しているため内訳と合計が一致しないことがあります。

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が
　一致しない場合があります。


